
(注)市民病院除く。

(注)

０

２　勤勉手当
　評語に応じ、令和７(2025)年度支給の勤勉手当の標準の成績率に管理職員は
20％から△20％まで(監督職員は10％から△10％まで、監督職員以外の職員は２％
から△２％まで)を乗じる。

実施者数
４０１人

（内訳）市長事務部局等(市民病院除く。)：３４７人、教育委員会：５４人

基準日 令和７(2025)年１月１日

評価結果の反映

　決定した評語に応じて次のように昇給及び給与に反映している。

１　令和７(2025)年４月１日の昇給号給数

３

２

０

０

０

評価区分 管理職、監督職、一般職

対象者
全職員。ただし、非常勤職員、派遣受入れ職員、休職、病気休暇等により公
平な評定が実施困難な職員は除く。

評価期間 令和６(2024)年４月１日から令和７(2025)年３月３１日まで

　職員数は一般職に属する職員数（任期付及び派遣受入職員を含む。）であり、地方公務員の
身分を保有する休職者、再任用、派遣職員、臨時又は非常勤職員を除いてあります。

２　職員の人事評価の状況

　みよし市においては、業績、執務態度、能力を評価し、昇格、昇給等の人事管理及び勤勉手当の
成績率の決定等の基礎資料にしている。

制度の概要

　業績、態度、能力の３つの領域で評価を行い、この評価を総合して最終評
価を決定する。最終評価はＳからＤまでの５段階で評価する。

Ｓ　極めて良好である　　Ａ　特に良好である　　Ｂ　良好である

Ｃ　やや良好でない　　Ｄ　良好でない

　客観的で公正な評価を行い、評価の信頼度を向上させるため、複数の評価
者で評価する。

教育委員会 65人 49人

計 559人 519人

　(2)　職員数（令和６(2024)年４月１日現在）

区分
職員定数 職員数

任命権者

市長事務部局等 494人 470人

22人 3人 12人 3人 20人 38人

0人 3人 2人 1人 6人

計 11人 7人 1人 3人

教育委員会 1人 3人 1人 2人 7人

15人 3人 9人 1人 19人 32人

定年 任期満了
(再任用含む)

派遣受入満了 その他 計

市長事務部局等 10人 4人 0人 1人

任命権者 新規採用 任期付 再任用 派遣受入等 計

　　　令和６(2024)年度におけるみよし市の人事行政の運営等の状況について

１　職員の任免及び職員数に関する状況

　(1)　令和６(2024)年度における職員の任免の状況

区分 R6.4.1採用者 R7.3.31退職者

勤務成績

Ｓ　極めて良好である

Ａ　特に良好である

Ｂ　良好である

Ｃ　やや良好でない

Ｄ　良好でない

０

８

６

４(管理職は３)

２

０

行(一)８級55歳未満 55歳以上

３

２

０



(注)

(注)

※職制上の段階、職務の級等による加算措置　有（5～20％）

職員１人当たり平均支給額
（令和６(2024)年度）

病院・下水道事業以外 1,532 千円

病院事業 1,481 千円

下水道事業 1,438 千円

12月期 0.7000月分 0.6000月分 0.5000月分 0.6000月分

計 1.400月分 1.200月分 1.000月分 1.200月分

再任用 (再任用)管理職員以外 (再任用)管理職員 (再任用)管理職員以外 (再任用)管理職員

６月期 0.7000月分 0.6000月分 0.5000月分 0.6000月分

12月期 1.250月分 1.050月分 1.050月分 1.250月分

計 2.500月分 2.100月分 2.100月分 2.500月分

監督職員 管理職員

６月期 1.250月分 1.050月分 1.050月分 1.250月分

15人

(8)　職員手当の状況（令和７(2025)年４月１日現在）

期末 勤勉

期末･勤勉
手当

再任用以外 一般・監督職員 管理職員 一般職員

教育 病院 下水道 その他

職員数 594人 355人 58人 158人 8人

行政職員 320,083円 441,459円 39.3歳

(7)　部門別職員数（令和７(2025)年４月１日現在）

区分 合計
普通会計部門 公営企業等会計部門

一般行政

14.0% 25.3% 18.1% 100.0%

(6)　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和７(2025)年４月１日現在）

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

41人 74人 53人 293人

構成比 2.7% 5.5% 9.2% 13.3% 11.9%

主査
主事
技師

主事･技師
主事補･技
師補

職員数 8人 16人 27人 39人 35人

３級 ２級 １級 計

標準的な
職務内容

部長 次長
課長
主幹

副主幹
主任
主査

区分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級

大学卒 286,856円 366,120円 390,725円 406,756円

(5)　一般行政職の級別職員数の状況（令和７(2025)年４月１日現在）

194,500円 207,400円

　採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給（その年度に給与改定があった場合
は、改定後の金額）と、その者が勤務成績が良好と仮定した場合に２年後に受けることとなる給料
額について掲げたものである。

(4)　行政職員の経験年数別平均給料（７(2025)年４月１日現在）

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

　職員数は令和６年４月１日現在の職員数であり、職員手当には退職手当は含まれていない。

(3)　職員の初任給の状況（令和７(2025)年４月１日現在）

区分 初任給
採用２年経過

給料額

行政職員
大学卒 225,600円 234,400円

高校卒

413人 1,370,841千円 448,246千円 622,205千円 2,441,292千円 5,911千円

(2)　職員給与費の状況（令和６(2024)年度普通会計決算）

職員数　Ａ
給与費 1人当たり

給料費 Ｂ／Ａ給料 期末･勤勉手当以外の職員手当 期末･勤勉手当 計　Ｂ

61,408人 32,207,335千円 2,512,531千円 4,648,295千円 14.4%

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

３　職員の給与の状況

(1)　人件費の状況（令和６(2024)年度普通会計決算）

住民基本台帳人口
歳出額　Ａ 実質収支 人件費　Ｂ

人件費率
Ｂ／Ａ令和７(2025)年１月１日



※定年前の早期退職特例措置（2～45％加算）あり

支給実績（令和６(2024)年度普通会計決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６(2024)年度決算） 円

みよし市 ％ 人 ％

みよし市以外 ％ 人 ％

議員 390,000円 計 3.450月分

議長 502,000円 ６月期 1.725月分

副議長 430,000円 12月期 1.725月分

副市長 761,000円 12月期 1.725月分

計 3.450月分

(9)　特別職の報酬等の状況（令和７(2025)年４月１日現在）

区分 報酬等の月額 期末手当

市長 923,000円 ６月期 1.725月分

管理職手当

部長級 95,600円、次長級 66,900円、
課長級 52,100円
病院事業は、給料月額に100分の12か
ら20を乗じた額

支給実績 48,617 千円 16,672 千円 803 千円

職員1人当たり平均支給年額 747,957 円 727,505 円 802,800 円

通勤手当

交通機関利用者 運賃相当額の範囲内
で最高55,000円、自動車等使用者 自
動車等の使用距離に応じて最高35,200
円

支給実績 21,218 千円 7,366 千円 411 千円

職員1人当たり平均支給年額 58,612 円 59,765 円 51,372 円

住居手当
借家･借間居住者16,000円を超える家
賃の額に応じて最高28,000円まで支給

支給実績 22,977 千円 9,801 千円 1,266 千円

職員1人当たり平均支給年額 276,827 円 323,110 円 316,500 円

扶養手当
配偶者6,500円、扶養親族たる子につ
いては1人につき10,000円、父母等に
ついては１人につき6,500円

支給実績 31,590 千円 10,679 千円 438 千円

職員1人当たり平均支給年額 219,377 円 239,529 円 219,000 円

千円

区分 内容（令和６(2024)年度） 令和６(2024)年度決算 病院・下水道事業以外 病院事業 下水道事業

支給職員１人当たり平均支給年額 574 千円 223 千円 656

195,839 千円 21,711 千円 5,248 千円

代表的な手当の名称
不快、危険、税
務、用地交渉等、
訪問看護

医療、事業派遣、
在宅療養支援、夜
間看護、介護、休
日等

危険

時間外
勤務手当

区分（令和６(2024)年度決算）
病院・下水道

事業以外 病院事業 下水道事業

支給実績

0 ％

手当の種類（手当数） 7 種類 6 種類 1 種類

円 567,476 円 0 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 11 ％ 68.9 ％

下水道事業

支給実績 362 千円 61,713 千円 0 千円

地域手当補正後ラスパイレス指数 97.9

（ラスパイレス指数） （98.8）

特殊勤務
手当

区分（令和６(2024)年度決算）
病院・下水道事

業以外
病院事業

支給職員１人当たり平均支給年額 7,379

10 424 9

10～20 12 0～20

令和６(2024)年度に退職した職員
に支給された一人平均支給額

1,676千円 22,186千円

地域手当

161,026

369,325

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

33.270750 月分

勤続35年 39.757500 月分 47.709000 月分

最高限度 47.709000 月分 47.709000 月分

退職手当

区分（令和６(2024)年度） 自己都合 早期・定年

勤続20年 19.669500 月分 24.586875 月分

勤続25年 28.039500 月分



5日（９歳に達
する日以後の最
初の３月31日ま
での間にある子
が2人以上の場
合は10日）

0人

0人 0人 0人 0人 0人

計 0人 0人 0人 0人

0人 0人

免
職

市長事務部局等 0人 0人 0人 0人 0人

教育委員会

0人

教育委員会 0人 0人 0人 0人 0人
降
任

市長事務部局等 0人 0人 0人 0人

計 0人 0人 0人

　イ　職員の意に反する降任・免職の状況

理由
勤務実績が良
くない場合

心身の故障の
ため職務遂行
に支障がある

場合

職に必要な適
格性を欠く場

合

廃職又は過員
を生じた場合 合計

処分内容

2人

計 15人 0人 0人 0人 0人 15人

教育委員会 2人 0人 0人 0人 0人

合計

区分

市長事務部局等 13人 0人 0人 0人 0人 13人

27人

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)　職員の分限処分の状況（令和６(2024)年度）

　ア　休職の状況

理由
心身の故障の
ため、長期の
休養を要する
場合

刑事事件に関
し起訴された
場合

学術に関する
事項の調査、
研究又は指導
に従事する場
合

外国の政府等の
招きにより、こ
れらの機関の業
務に従事する場
合

災害により、
生死不明又は
所在不明と
なった場合

計 9人 27人 0人 0人 9人

0人
配偶者同行休業取得者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人

自己啓発等休業取得者数 0人 0人 0人 0人 0人

8人
育児短時間勤務をした職員数 0人 1人 0人 0人 0人 1人

部分休業取得者数 1人 8人 0人 0人 1人

女性 男性 女性

育児休業取得者数 8人 18人 0人 0人 8人 18人

５　職員の休業に関する状況（令和６(2024)年度中に新たに休業を取得した職員数）

区分
市長事務部局等 教育委員会 計

男性 女性 男性

夏季休暇 5日 住居滅失 7日
交通遮断･退
勤途上の危険
回避

必要と認め
られる期間

ボランティ
ア

5日

結婚 5日
パートナー
シップの関係 5日 忌引 1～7日 父母の祭日 1日

公民権行使
必要と認め
られる期間

証人等出頭
必要と認め
られる期間

骨髄移植
必要と認め
られる期間

子の看護

(短期)介護
5日（要介護者
が2人の場合は

10日）
(長期)介護 6月以内 介護時間

1日2時間以
内

孫の看護

子の授乳
1日2回

30分以内
妻等の出産 2日

妻等が出産し
た場合の育児 5日

1日1時間以
内

妊産中又は出
産後の保健指
導

1日 生理 2日 産前休暇
予定日前8週間
（多胎妊娠の場
合は14週間）

産後休暇 8週間

付与日数 区分 付与日数

妊娠中の通
勤緩和

年休 20日 病気休暇
必要と認め
られる期間

不妊治療 5日

７時間45分 ８時30分 17時15分 12時から13時まで

(2)　休暇の種類（令和７(2025)年４月１日現在）

区分 付与日数 区分 付与日数 区分

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)　勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場）（令和７(2025)年４月１日現在）

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間



0人 0人 0人

3人 0人 2人 1人

(2)　再就職先の状況（令和６(2024)年度）

再就職届出者数
再就職先の状況

市関係団体 その他

計 24人 2人

８　職員の退職管理の状況

(1)　職員の退職後の状況（令和６(2024)年度）

課長級以上の退職者数
退職後の状況

再就職届出者数 再任用 その他

②　自ら営利を目的とする私企業を営むもの 0人 0人

③　①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事するもの 24人 2人

区分 市長事務部局等 教育委員会

①　営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その
他の団体の役員等を兼ねるもの

0人 0人

７　職員の服務の状況

(1)　服務制度に関する研修等の実施状況

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）に定められた地方公共団体の職員としての義務を周知
徹底するため、新規採用職員研修や階層別研修等において、服務制度に係る研修を実施した。
　また、随時通知文書により、服務規律の徹底を図った。

(2)　ハラスメント対策

　市において、ハラスメント防止要綱等を定め、人事課に相談窓口を設置して職場におけるハ
ラスメントの防止等に努めた。

(3)　営利企業等への従事許可の状況（令和６(2024)年度）

合計 0人 0人 0人 0人 0人

小計 0人 0人 0人 0人 0人

監督責任関係 0人 0人 0人 0人 0人

道路交通法違反関係 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

収賄等関係（収賄、横領等） 0人 0人 0人 0人 0人

0人
一般服務違反関係（職務専念義務違反、職務命令違反等） 0人 0人 0人 0人 0人教

育
委
員
会

給与･任用に関する不正関係 0人 0人 0人 0人

一般非行関係（傷害、暴行等） 0人 0人 0人

小計 0人 0人 0人 0人 0人

監督責任関係 0人 0人 0人 0人 0人

道路交通法違反関係 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

収賄等関係（収賄、横領等） 0人 0人 0人 0人 0人

0人
一般服務違反関係（職務専念義務違反、職務命令違反等） 0人 0人 0人 0人 0人市

長
部
局
等

給与･任用に関する不正関係 0人 0人 0人 0人

一般非行関係（傷害、暴行等） 0人 0人 0人

(2)　職員の懲戒処分の状況（令和６(2024)年度）

処分の種類
免職 停職 減給 戒告 合計

処分事由



計 0人 0人 0.0%

妊婦分娩及び産じょく 0人 0人 0.0%

その他 0人 0人 0.0%

筋骨格系及び結合組織の疾患 0人 0人 0.0%

尿路性器系の疾患 0人 0人 0.0%

消化器系の疾患 0人 0人 0.0%

皮膚及び皮下組織の疾患 0人 0人 0.0%

循環器系の疾患 0人 0人 0.0%

呼吸器系の疾患 0人 0人 0.0%

精神及び行動の障がい 0人 0人 0.0%

神経系及び感覚器の疾患 0人 0人 0.0%

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障がい 0人 0人 0.0%

内分泌、栄養及び代謝疾患 0人 0人 0.0%

感染症及び寄生虫症 0人 0人 0.0%

新生物 0人 0人 0.0%

　イ　職員の病類別死亡状況

病類別
人数

割合
市長事務部局等 教育委員会

　うちＤ２（精密検査が必要な者） 28人 24.3% 114人 38.0%

(注）同一職員にＤ１とＤ２があればＤ１の人数に加算した。また、出産等により実施できない場合
の減数があり、実際の職員数とは異なる。

要治療又は精密検査 52人 45.2% 148人 49.3%

　うちＤ１（治療を要する者） 24人 20.9% 34人 11.3%

割合

受診者 115人 100.0% 300人 100.0%

69,764,546円 5,385,000円 620人

(3)　安全衛生管理（令和６(2024)年度）

　ア　職員健康診断

項目
健診の種類

一般健診 割合 人間ドック

717,626,027円 1,374,763円

(2)　職員互助会（令和６(2024)年度）

掛金 市費補助金額（交付決定額） 会員数

計 79コース 585人

10　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)　共済組合負担金（令和６(2024)年度）

執行額 １人当たりの負担額

特別研修 特別研修･専門研修・教養研修 24コース 228人

派遣研修 自治大学校･市町村アカデミー･民間等団体主催研修・実務研修生派遣研修 33コース 37人

種別 内容 コース 人

一般研修 階層別研修･管理職研修･体験研修 22コース 320人

９　職員の研修の状況

(1)　研修の概要（令和６(2024)年度）

みよし市では、各種研修に積極的に参加し、職員の意識改革・能力開発に努めた。



0件

1件 0件

12　不利益処分に関する不服申立ての状況（令和６年度）

区分
合計

件数 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

取扱件数 終了件数
次年度へ

繰越前年度繰越 新規 合計 却下
(不受理含む)

取下げ 打切り 判定

判定 合計

件数 0件 1件 1件 1件 0件 0件 0件

区分

取扱件数 終了件数
次年度へ

繰越前年度繰越 新規 合計 却下
(不受理含む)

取下げ 打切り

　ウ　負担金等執行額

区分 決算額

公務災害補償基金 4,353,724円

11　勤務条件に関する措置の要求の状況（令和６年度）

市長事務部局等 0件 0件 0件

教育委員会 0件 0件 0件

0件 1件

　イ　通勤災害認定件数

区分 出勤途上 退勤途上 合計

0件 0件

計 1件 0件 0件 1件 0件 0件 0件

0件 1件

教育委員会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

その他
公務起
因性の
明らか
な疾病

計

市長事務部局等 1件 0件 0件 1件 0件 0件 0件

項目

負傷 疾病

合計自己職
務遂行
中

出張中 その他 計

公務上
の負傷
に起因
する疾
病

職業病

(4)　職員の災害補償（令和６(2024)年度）

　ア　公務災害認定件数


